
 　 国において創設された「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援交付金」や、不用が見込まれる「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」を活用し、エネルギー・食料品等の物価高騰の
  影響を受けた生活者等に対する支援を実施するとともに、地域経済の好循環創出や新型コロナの感染防止対策、マイナンバーカードの普及促進に一体的に取り組みます。

　１．物価高騰の影響を受けた生活者支援 　３．地域経済の好循環創出
（１）デジタル地域通貨を活用した生活者支援～美馬市版マイナポイント～　　　　 277,361千円
　   　電気料金や食料品等の物価高騰により影響を受けた市民生活を支援するため、マイナンバーカードを取 　　     10月１日から運用が始まったデジタル地域通貨ＭＩＭＡＣＡについて、利用が大型店舗に偏らないよ
　   得いただいた市民に対し、手続き不要でデジタル地域通貨ＭＩＭＡＣＡの10,000円相当のポイント（ミマ 　　 う複数店舗の利用を促すためのキャンペーンを実施します。
　   ポ）を付与します。（11月10日から12月28日までをキャンペーン期間とし、期間中または期間前に申請を  ○期間：12月１日～31日 ○店舗利用条件：１回当たり500円以上（大型店舗を除く。）
　  行い、カードを取得された方、既にカードをお持ちの方全てにポイントを付与します。）  ○利用店舗数と付与ポイント：異なる店舗５店舗以上→500円相当のポイント（ミマポ）

・ポイント付与負担金 @10,000ミマポ×27,475人 ＝274,750千円 　　　　　　　　　　　　　　異なる店舗10店舗以上→1,000円相当のポイント（ミマポ）
・事務費（通知書印刷･郵送料、対象者抽出作業委託）2,611千円 （市民課　TEL52-8001）  ○付与方法：申請不要とし、令和5年1月以降、該当者に市のシステムから付与します。

（２）デジタル地域通貨を活用した子育て世帯支援～みまっこみらいポイント～         35,200千円
　　　物価高騰による子育て世帯の負担を軽減するため、高校生等以下の子どもに対し、デジタル地域通貨 　（２）ＭＩＭＡＣＡチャージ促進・チャージ協力店舗への支援     　                  　           1,790千円
　　ＭＩＭＡＣＡの10,000円相当のポイント（ミマポ）を付与します。 　 　　デジタル地域通貨ＭＩＭＡＣＡのチャージを促進して定着を図るとともに、チャージ協力店舗の負担を

・ポイント付与負担金 @10,000ミマポ×3,450人    =34,500千円 　　 軽減するため、セブン銀行のＡＴＭでのチャージを可能とするとともに、チャージ額の１％相当額をセブ
・事務費（通知書封筒印刷、封入、郵送料等）　　       700千円　　（子どもすこやか課 TEL52-5606） 　　 ン銀行及びチャージ協力店舗に支払います。 　

　２．物価高騰の影響を受けた事業者支援 　　    デジタル地域通貨ＭＩＭＡＣＡの利用を促進するため、のぼりを作成して加盟店舗に設置するとともに
（１）介護・障がい福祉施設、医療機関の燃料費高騰等による負担の軽減  　　　 　　13,097千円 　　加盟店舗での有効活用をめざし、関係者でデジタル地域通貨の先進地を視察します。
　　　 国が定める公定価格により運営されているため、物価高騰分を利用料や報酬に転嫁できない介護・障が ・のぼり作成費  462千円　　・視察用バス借上料  155千円　  　　（いずれも企業応援課 TEL52-1263）

  

　　  　 
 

物価高騰・新型コロナ等に対応するための新たな経済対策【概要】
令和４年度一般会計補正予算（第８号）　総額２億５，４５０万円 ※既決予算の減額分を含む。

 ・@500円×5,000人＋@1,000円×1,000人=3,500千円　チラシ印刷費（1,500枚）104千円

　（１）ＭＩＭＡＣＡ使おうキャンペーン　  　  　　　　　　　　　　　　　  　   　       3,604千円

　（３）ＭＩＭＡＣＡ加盟店舗の利用促進等 　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　 　617千円

　５．マイナンバーカードの普及推進

◎介護・障がい福祉施設
  ・施設系：100千円／施設＋定員20名まで30千円加算＋定員20名超1名ごとに1千円加算
  ・訪問系：一律50千円／施設                                                            （長寿･障がい福祉課 TEL52-5605）

　　   ◎医療機関

　　　 電気料金の高騰に伴い負担が増大している土地改良区に対し、用水の使用量が多い５月から10月分の揚
　　水ポンプ電気料金単価の増加分（令和３年度と令和４年度を比較）を支援します。

　　（保険健康課 TEL52-5601） 

（２）農業用水供給組織（土地改良区）電気料金高騰負担軽減事業　　　　  　　 　 　3,267千円

　         ・100千円／機関＋病床数20床まで30千円加算＋病床数20床超1床ごとに1千円加算

　★「原油価格・物価高騰対策緊急支援金」の比較対象期間を「令和４年１月から12月まで」拡大（現行は10月

　　 い福祉施設と医療機関に対し、支援金を支給します。

　４．新型コロナ対策等
　（１）救急活動用感染防止資器材の購入　　 　　　　  　　　 　　　　　　　　 　　　  3,960千円
　　     　新型コロナの感染拡大と救急出動件数の増加に伴い、不足が見込まれる救急活動に係る感染防止衣を
　　     追加購入します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 　（消防本部総務課 TEL52-3061）

　（２）会計課窓口セミセルフレジの導入　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　        2,680千円
　 　　    釣り銭など現金の授受を自動化することで、接触機会の低減や市役所での滞在時間の短縮を図るため、
　　     市役所会計課窓口にセミセルフレジを設置します。      （会計課 TEL52-8003） 

　（３）オミクロン株対応ワクチン接種協力医療機関への支援　　 　　  　　        　 　　4,900千円
                オミクロン株対応ワクチンの接種を促進するため、通常の診察に加え、ワクチン接種に協力いただい
             た医療機関に協力金を支払います。（100千円～450千円／医療機関）         （保険健康課 TEL52-1273） 　（農林課 TEL52-5609） 　　 　・対象：市内関連４土地改良区

　 　 等の団体に対し、申請者1人当たり1,000円の協力報償金を支払います。 （いずれも市民課 TEL52-8001）

（１）デジタル地域通貨を活用した生活者支援～美馬市版マイナポイント～　　　 　　 【再掲】
　　    マイナンバーカードを取得いただいた市民に、1人当たり10,000円相当のミマポを付与し、カード普
　　及率の飛躍的アップを目指します。

　（２）出張申請サポート・マイナポイント紐付け支援等　　　　　　　　　   　　　　　9,444千円
                マイナンバーカードの普及を強力に推進するため、出張申請サポートや特設ブースの設置、国のマイ
  　   　ナポイントの紐付け支援などを行います。（業務委託及び会計年度任用職員1名の増員。）

　（３）マイナンバーカード申請協力団体等への支援　　　　　 　　　　　　　　　        2,500千円
  　　　未申請の市民を５人以上集め、マイナンバーカードの申請に協力いただいた自治会やサークル、企業

   まで）するとともに、申請期間についても「令和５年２月末まで」延長します。（企業応援課 TEL52-1263）



令和４年度一般会計補正予算（第８号）事業内訳
（単位：千円） （単位：千円）

通常分
原油価格･物
価高騰対応分

重点支援交
付金分※

新型コロナウイルスワクチン接種事業費
デジタル地域通貨活用美馬市版マイナポイ
ント事業

277,361 0 90,863 82,066 104,432
オミクロン株対応ワクチン接種協力医療機
関支援事業

4,900 0 0 4,900

4,900 0 0 4,900
戸籍住民基本台帳費

介護・障がい福祉施設燃料費等高騰負担軽
減事業

8,327 0 0 8,000 327
マイナンバーカード出張申請サポート等事
業

9,444 6,744 2,700 0

医療機関燃料費等高騰負担軽減事業 4,770 0 0 4,500 270 マイナンバーカード申請協力団体等支援事
業

11,944 6,744 2,700 2,500
ＭＩＭＡＣＡ使おうキャンペーン事業 3,604 3,200 0 0 404
ＭＩＭＡＣＡチャージ促進・協力店舗支援
事業

1,790 1,000 0 0 790 254,500

ＭＩＭＡＣＡ加盟店舗利用促進等事業 617 0 0 0 617
救急活動用感染防止資器材購入事業 3,960 3,734 0 0 226
会計課窓口セミセルフレジ導入事業 2,680 2,000 0 0 680
市役所における業務継続のための検査体制
確保事業

▲ 1,534 ▲ 1,500 0 0 ▲ 34

ＰＣＲ検査費用助成事業 ▲ 1,391 ▲ 500 0 0 ▲ 891
みまっこみらい給付金給付事業 ▲ 5,000 ▲ 5,000 0 0 0
がんばる農家応援事業 ▲ 10,000 0 ▲ 10,000 0 0
原油価格･物価高騰対策緊急支援金事業 ▲ 80,863 0 ▲ 80,863 0 0
教育旅行（農家民泊）受入再開・拡充支援
事業

▲ 4,800 ▲ 4,800 0 0 0

修学旅行延期追加費用支援事業 ▲ 332 ▲ 398 0 0 66
237,656 8,121 0 108,566 120,969

  ※ 重点支援交付金については、国から次の推奨事業メニューが示されており、推奨事業メニュー又は推奨事業より
      も更に効果があると認められるものに活用事業が限定されている。

⑤医療･介護･保育施設、公衆浴場等に対する物価高騰
　支援 　対策支援

⑥農林水産業における物価高騰対策支援

⑦中小企業に対するエネルギー価格高騰対策支援
⑧地域公共交通や地域観光業等に対する支援

④省エネ家電等への買い換え促進による生活者支援

2,500 0 0 2,500

新型コロナウイルス感染症対応地方創生事業費

13,815

事　　業　　名

デジタル地域通貨活用みまっこみらいポイ
ント事業

35,200 10,385

新型コロナウイルス感染症対応
地方創生臨時交付金

0 11,000

一般財源

財　源　内　訳

事 業 費 事　　業　　名 事 業 費

財　源　内　訳

一般財源

個人番号
カード交付
事務費補助

金

マイナポイ
ント事業費

補助金

目　　　　計

目　　　　計
267

生活者支援 事業者支援

目　　　　計

農業用水供給組織（土地改良区）電気料金
高騰負担軽減事業

3,267 0 0 3,000

補正予算合計

※農業水利施設の電気料金高騰に対する支援など例示

※プレミアム商品券やマイナポイントの発行などが例示
③消費下支え等を通じた生活者支援

①エネルギー･食料品価格等の物価高騰に伴う低所得世帯

②エネルギー･食料品価格等の物価高騰に伴う子育て世帯
　支援



一般会計補正予算（第８号）

歳　入

現計予算額 補正予算(第８号) 補正後予算額 構成比

1 市 税 2,523,079 0 2,523,079 12.0

30 分 担 金 及 び 負 担 金 17,105 0 17,105 0.1

35 使 用 料 及 び 手 数 料 207,543 0 207,543 1.0

50 財 産 収 入 28,465 0 28,465 0.1

55 寄 附 金 60,001 0 60,001 0.3

60 繰 入 金 2,093,024 0 2,093,024 10.0

65 繰 越 金 288,114 128,369 416,483 2.0

70 諸 収 入 263,490 0 263,490 1.3

5,480,821 128,369 5,609,190 26.7

5 地 方 譲 与 税 270,000 0 270,000 1.3

10 利 子 割 交 付 金 2,200 0 2,200 0.0

12 配 当 割 交 付 金 21,000 0 21,000 0.1

13 株式等譲渡所得割交付金 27,000 0 27,000 0.1

14 法 人 事 業 税 交 付 金 33,000 0 33,000 0.2

15 地 方 消 費 税 交 付 金 603,000 0 603,000 2.9

18 ゴルフ場利用税交付金 11,000 0 11,000 0.1

22 環 境 性 能 割 交 付 金 15,000 0 15,000 0.1

24 地 方 特 例 交 付 金 9,700 0 9,700 0.0

25 地 方 交 付 税 7,680,000 0 7,680,000 36.6

28 交通安全対策特別交付金 4,000 0 4,000 0.0

40 国 庫 支 出 金 3,330,326 126,131 3,456,457 16.5

45 県 支 出 金 1,371,553 0 1,371,553 6.5

75 市 債 1,876,900 0 1,876,900 8.9

15,254,679 126,131 15,380,810 73.3

20,735,500 254,500 20,990,000 100.0

※端数処理のため、各項目の合計が100.0％とならない場合があります。

（単位：千円・％）

区 分

歳 入 合 計

（ 自 主 財 源 計 ）

（ 依 存 財 源 計 ）

計数関係資料



歳　出（目的別）

現計予算額 補正予算(第８号) 補正後予算額 構成比

1 議 会 費 169,667 0 169,667 0.8

5 総 務 費 3,385,060 249,600 3,634,660 17.3

10 民 生 費 7,009,649 0 7,009,649 33.4

15 衛 生 費 1,629,066 4,900 1,633,966 7.8

20 労 働 費 7,345 0 7,345 0.0

25 農 林 水 産 業 費 1,114,423 0 1,114,423 5.3

30 商 工 費 425,482 0 425,482 2.0

35 土 木 費 1,287,198 0 1,287,198 6.1

40 消 防 費 761,426 0 761,426 3.6

45 教 育 費 1,917,551 0 1,917,551 9.1

50 災 害 復 旧 費 44,000 0 44,000 0.2

55 公 債 費 2,882,118 0 2,882,118 13.7

60 諸 支 出 金 82,515 0 82,515 0.4

99 予 備 費 20,000 0 20,000 0.1

20,735,500 254,500 20,990,000 100.0

※端数処理のため、各項目の合計が100.0％とならない場合があります。

（単位：千円・％）

区 分

歳 出 合 計



歳　出（性質別）

構成比

19.3

14.6

13.7

47.6

11.0

補 助 事 業 4.6

単 独 事 業 6.4

0.2

11.2

15.2

1.3

14.9

0.4

0.2

9.1

0.1

41.2

100.0

※端数処理のため、各項目の合計が100.0％とならない場合があります。

250,891 8,644,232

20,735,500 254,500 20,990,000

1,906,455 0 1,906,455

20,000 0 20,000

繰 出 金

8,393,341

82,515 0 82,515

47,983 0 47,983

273,134 0 273,134

2,890,894 234,128 3,125,022

2,352,943 2,680 2,355,623

3,172,360 16,763 3,189,123

1,337,644 2,680 1,340,324

44,000 0 44,000

2,308,943 2,680 2,311,623

971,299 0 971,299

2,882,118

9,989,216 929 9,990,145

3,063,553 0 3,063,553

2,882,118 0

補正後予算額補正予算(第８号)現計予算額

4,043,545 929 4,044,474

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

（ 投 資 的 経 費 計 ）

予 備 費

（ そ の 他 の 経 費 計 ）

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

投資及び出資金･貸付金

区 分

歳 出 合 計

（単位：千円・％）

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

（ 義 務 的 経 費 計 ）
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